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１．はじめに

近年，我が国では集中豪雨が増加傾向にある．例

えば，1 時間降雨量 80 mm 以上の発生回数をみると，

1976 年～1985 年では年平均 10.7 回であったのに対

し，2006 年～2015 年では年平均 18.0 回と約 1.7 倍

に増加している 1)．一方，土砂災害発生件数をみる

と，豪雨によるもののみではないものの，1982 年～

1991 年では年平均約 900 件であったのに対し，2009
年～2018 年では年平均約 1,380 件と 1.5 倍に増加し

ている 2)．近年の集中豪雨の増加傾向を鑑みると，

砂防事業が促進されたとしても，今後も豪雨に伴う

土砂災害の発生件数の増加は十分予想される．した

がって，土砂災害を未然に防ぐためにも，豪雨によ

る土砂崩壊（表層崩壊）の発生を定量的かつ高精度

に予測できる手法の確立が求められている． 
従来，このような降雨による表層崩壊予測に関し，

数多くの研究が行われてきた 3)-7)．現在，気象庁が運

用しているタンクモデルに基づく土壌雨量指数を利

用した予測手法 3)は，1 km 格子で広域を対象とする

ことができ非常に有用な手法である．しかしながら，

各斜面における地質・植生・地下水分布等は考慮し

ておらず，斜面個別の崩壊予測は困難である．より

精緻な斜面個別の崩壊予測を目的として，数値標高

モデル（DEM）を利用した手法も開発されてきた 4)-

7)．特に，永谷ら 7)は，土質情報等の実測データ 4),5)

を必要とせず，斜面の安定性と降雨条件による崩壊

判定を導入した分布型流出解析に基づく予測手法を

提案している．提案した手法を，比較的広域な数百

km2 の面積を有する流域へ適用し，ある程度の精度

で崩壊地分布の再現に成功している．しかしながら，

流域内の地質の違い等は考慮できておらず，支川レ

ベルでの再現性は十分ではない． 
そこで著者らは，永谷ら 7)による崩壊判定に加え，

河野ら 8)が提案した地すべり危険度得点と，流出解

析から得られる各斜面の地下水分布情報を新たに崩

壊判定に導入することを考えた．地すべり危険度得

点 8)は，DEM から得られる地形に起因する条件のみ
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ならず，地質や植生を加味して地すべり危険度を評

価し，点数化したものである．また，地下水分布情

報は，土壌雨量指数 3)の概念を参考に，流出解析か

ら得られる斜面個別の地下水深を表したものである．

これらを崩壊判定に活用することで，より精度の高

い予測が可能になるのではと期待される． 
以上より，本研究は，地下 3 層のセル分布型流出

解析モデルを開発するとともに，永谷ら 7)が提案し

た崩壊判定に地すべり危険度得点と地下水分布情報

を加えた，新たな表層崩壊予測手法を提案したもの

である．提案した手法を，平成 21 年 7 月中国・九州

北部豪雨による山口県佐波川流域での表層崩壊に適

用し，本手法の妥当性について検討している． 
 
 ２．セル分布型流出解析と表層崩壊予測手法 
 

解析は，①対象流域のモデル化，②流出解析の実

施，③流出解析結果を用いた崩壊予測の順で進める．

以下，流出モデルおよび崩壊予測手法の概要を示す． 
 

セル分布型流出解析モデルの概要

流出モデルとして，Huang et al.9)のモデルを改良し，

図 に示すような地下 3層のセル分布型流出解析モ

デルを開発した．ここで，第 3 層は基底流量を表現

するための層であり，後出図 の基岩面下にあたる．

計算セルを斜面部と河道部に分け，表面流と浸透流

を計算した．以下に斜面部の基礎方程式を示す．河

道部では，河道横断形状に矩形断面を仮定し，基礎

方程式は式(1)～(4)に河道幅を考慮したものとなる． 
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ここに，t：時間，x：流下方向距離，h0：表面流の水

深，q：単位幅表面流量，r：有効降雨強度，f1：第 1
層の浸透能，n：マニングの粗度係数，I：斜面勾配，

λi：第 i 層の有効間隙率， ih ：第 i 層の水深， iq ：第

i 層の単位幅浸透流量，fi：第 i 層の浸透能，ki：第 i
層の透水係数である． 
 

表層崩壊予測手法の概要

図 に本研究での表層崩壊予測手法の概念図を

示す．まず，永谷ら 7)が提案した地形条件と降雨条

件より，崩壊が発生する可能性のあるセルを限定す

る．次に，限定したセルにおける地すべり危険度得

点と流出解析による地下水分布情報より，各々で設

定した基準値を超えたセルについて崩壊が発生した

と判定する．上記手法は手順を入替えても同様の結

果となる．以下，各判定手法について説明する． 
地形条件（斜面の安定性）

地形条件としては，図 に示すような無限長斜面

を仮定し，次式から求まる安全率 Fsが判断基準値 Fsc

を下回った段階で崩壊が発生すると判断した． 
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崩壊位置判定結果
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図 地下 層構造のモデル化

図 表層崩壊予測手法の概念図
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ここに，αc：土層厚から想定すべり面の粘着力への

変換係数，D：崩壊土層厚，θ：斜面傾斜角(= arcsin I)，
γw：水の単位体積重量，γ：崩壊土層の単位体積重量，

γsat：飽和単位体積重量，γt：湿潤単位体積重量，φ：
想定すべり面の内部摩擦角，hw：流出解析により算

出される中間流の水深，Gs：土粒子の比重(= 2.65)，
ns：崩壊土層の空隙率である．内部摩擦角 φ につい

ては，永谷ら 7)と同様，土層内の水深 hw がゼロで安

定状態にある斜面の安全率 Fs が 1.05 となる φ を逆

解析により設定した．崩壊土層厚 D およびその水深

hw の設定については後述する． 
降雨条件

降雨条件としては，実効降雨の考え方を使用し，

先行降雨の影響を時間経過に応じて低減可能な指標

とする下記の雨量指数 R'を用いた．本研究では，雨

量指数 R'が斜面崩壊の判断基準 R'c を上回った段階

で崩壊が発生すると判断した 7),10)． 

 fwfw RRR −= 0  (8)

 ( ) ( )2
1

22
1 wwfw rraRRR −+−=  (9)

 10.5t T
wR R=  (10)

 20.5t T
wr r=  (11)

ここに，Rw：長期実効雨量，rw：短期実効雨量，R1：

長期雨量指数，r1：短期雨量指数，a：重み係数，Rfw0：

原点（Rw = rw = 0 の時の Rfw），R：計算開始からの累

加雨量，r：当該時刻における時間雨量，t：発生降雨

前の時間数，T1：長期実効降雨の半減期，T2：短期実

効降雨の半減期である．R1，r1，a，T1，T2 の各パラ

メータについて，本研究では実測崩壊地点に対する

予測の空振りが無く，最も的中率が高い値を試行錯

誤的に決定した．崩壊履歴の無い流域への適用では，

初期値に他流域の既知の値を流用し 7)，その後の実

測値を参考にパラメータを修正していくこととなる． 
地すべり危険度得点による条件

河野ら 8)は，約 16,000 箇所におよぶ中国地方の地

すべり地形を対象に，AHP（Analytic Hierarchy Process）
法と GIS（Geographic Information System）を用いて，

地すべりハザードマッピングを試みている．AHP 法

による評価項目として「標高」，「斜面傾斜角」，「斜

面型」，「集水度」，「地質」および「植生」の 6 つを

設定し，さらに，各評価項目の重要度を点数化して

いる．各項目の合計点を 100 点満点で表し，これを

地すべり危険度得点として示している．得点が高い

ほど，地すべりの発生可能性が高いことを表す．本

研究では，この地すべり危険度得点を利用し，予備

解析と実測崩壊地点との比較から試行錯誤的に決定

したある基準値を超える得点を有するセルで崩壊が

発生すると判断した． 

地下水分布情報による条件

土壌雨量指数 3)は，3 段タンクモデルの各タンク

における貯留量の合計であり，土砂災害警戒情報の

判断基準に用いられるなど，十分な活用実績を有し

ている．本研究では，その土壌雨量指数の概念を援

用し，図 に示した地下第 1 層および第 2 層の水深

の合計を地下水分布情報として利用することとした．

すなわち，各セルにおける地下水分布情報がある基

準値を超えた場合，そのセルで崩壊が発生すると判

断した．地下水分布情報を地下第 1 層および第 2 層

で設定した理由については，次章にて述べる． 
 
３．平成 年 月中国・九州北部豪雨時にお

ける山口県佐波川流域への適用

 
本研究で提案した表層崩壊予測手法を，平成 21 年

7 月中国・九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適

用し，予測結果と実際の崩壊地点との比較から，本

手法の妥当性について検討する． 
 

佐波川流域での土砂災害

図 に示すように，佐波川は山口県中部を流れる

幹川流路延長 56 km，流域面積 460 km2 の一級河川で

ある．平成 21 年 7 月 19 日～21 日にかけて梅雨前線

が活発化し，佐波川流域下流の防府市では 3 日間総

雨量 332 mm という猛烈な雨を記録した．それに伴

い，土石流等の土砂災害も多数発生し，その被害の

多くが防府市に集中した．山口県内の死者数は 17 名

であったが，14 名が防府市での被災であった 11)． 
 

流域のモデル化

地形モデルの作成には，計算時間の制約上，10 m
格子 DEM を 250 m 格子に解像度を下げたものを使

用した．最急勾配法により落水線を作成し，Shreve12)

図 佐波川流域図

50250 km
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ここに，αc：土層厚から想定すべり面の粘着力への
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先行降雨の影響を時間経過に応じて低減可能な指標

とする下記の雨量指数 R'を用いた．本研究では，雨

量指数 R'が斜面崩壊の判断基準 R'c を上回った段階

で崩壊が発生すると判断した 7),10)． 
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ここに，Rw：長期実効雨量，rw：短期実効雨量，R1：

長期雨量指数，r1：短期雨量指数，a：重み係数，Rfw0：

原点（Rw = rw = 0 の時の Rfw），R：計算開始からの累

加雨量，r：当該時刻における時間雨量，t：発生降雨

前の時間数，T1：長期実効降雨の半減期，T2：短期実

効降雨の半減期である．R1，r1，a，T1，T2 の各パラ

メータについて，本研究では実測崩壊地点に対する

予測の空振りが無く，最も的中率が高い値を試行錯

誤的に決定した．崩壊履歴の無い流域への適用では，

初期値に他流域の既知の値を流用し 7)，その後の実

測値を参考にパラメータを修正していくこととなる． 
地すべり危険度得点による条件

河野ら 8)は，約 16,000 箇所におよぶ中国地方の地

すべり地形を対象に，AHP（Analytic Hierarchy Process）
法と GIS（Geographic Information System）を用いて，

地すべりハザードマッピングを試みている．AHP 法

による評価項目として「標高」，「斜面傾斜角」，「斜

面型」，「集水度」，「地質」および「植生」の 6 つを

設定し，さらに，各評価項目の重要度を点数化して

いる．各項目の合計点を 100 点満点で表し，これを

地すべり危険度得点として示している．得点が高い

ほど，地すべりの発生可能性が高いことを表す．本

研究では，この地すべり危険度得点を利用し，予備

解析と実測崩壊地点との比較から試行錯誤的に決定

したある基準値を超える得点を有するセルで崩壊が

発生すると判断した． 

地下水分布情報による条件

土壌雨量指数 3)は，3 段タンクモデルの各タンク

における貯留量の合計であり，土砂災害警戒情報の

判断基準に用いられるなど，十分な活用実績を有し

ている．本研究では，その土壌雨量指数の概念を援

用し，図 に示した地下第 1 層および第 2 層の水深

の合計を地下水分布情報として利用することとした．

すなわち，各セルにおける地下水分布情報がある基

準値を超えた場合，そのセルで崩壊が発生すると判

断した．地下水分布情報を地下第 1 層および第 2 層

で設定した理由については，次章にて述べる． 
 
３．平成 年 月中国・九州北部豪雨時にお

ける山口県佐波川流域への適用

 
本研究で提案した表層崩壊予測手法を，平成 21 年

7 月中国・九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適

用し，予測結果と実際の崩壊地点との比較から，本

手法の妥当性について検討する． 
 

佐波川流域での土砂災害

図 に示すように，佐波川は山口県中部を流れる

幹川流路延長 56 km，流域面積 460 km2 の一級河川で

ある．平成 21 年 7 月 19 日～21 日にかけて梅雨前線
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であったが，14 名が防府市での被災であった 11)． 
 

流域のモデル化

地形モデルの作成には，計算時間の制約上，10 m
格子 DEM を 250 m 格子に解像度を下げたものを使

用した．最急勾配法により落水線を作成し，Shreve12)

図 佐波川流域図
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によるマグニチュード理論を用いて擬河道網を作成
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流出解析モデルの適用とその結果
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表層崩壊予測手法の適用とその結果
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る 7)ことから，その設定には今後更に検討を要する．
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第 1 層および第 2 層の水深の合計とした．図 に

実測崩壊地点， 崩壊土層厚 D の分布， 地

すべり危険度得点，および 地下水分布情報をそれ

田畑 森林 荒地 建物 道路 水系

粗度係数 n 0.27 0.12 0.25 0.9 0.4 0.093
地質区分Ⅰ
（深成岩類）

地質区分Ⅱ
（未固結堆積岩類）

地質区分Ⅲ
（固結堆積岩類）

地質区分Ⅳ
（変成岩類）

地質区分Ⅴ
（火山岩類）

地質区分Ⅵ
（その他）

透水係数

ki（m/s）

第1層 2.6×10–2 1.6×10–2 1.2×10–2 4.0×10–3 5.0×10–3 1.6×10–2

第2層 3.6×10–4 3.4×10–4 2.9×10–4 3.4×10–4 3.7×10–4 3.3×10–4

第3層 3.8×10–5 3.6×10–5 3.4×10–5 2.9×10–5 3.4×10–5 3.8×10–5

浸透能

fi（m/s）

第1層 4.0×10–5 4.0×10–5 4.0×10–5 4.0×10–5 4.0×10–5 4.0×10–5

第2層 2.4×10–6 1.3×10–6 2.0×10–6 1.5×10–6 2.0×10–6 2.0×10–6

第3層 1.9×10–7 1.0×10–7 1.2×10–7 1.3×10–7 1.2×10–7 1.1×10–7

第4層 5.4×10–8 1.0×10–8 1.2×10–8 3.4×10–8 2.9×10–8 1.1×10–8

層厚※

（m）

第1層 0.42 0.36 0.45 0.48 0.42 0.40
第2層 1.50 0.80 0.30 1.80 1.20 1.30
第3層 3.30 2.70 1.70 2.30 1.80 2.20

位数 1 2 3 4
川幅（m） 15 20 35 85

間隙率※（全層）λi or ns

0.35
※第1層，第2層層厚および間隙率は表層崩壊予測でも使用
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✓ピーク流量
実測：1,347 m3/s
解析： 948 m3/s

✓Nash-Sutcliffe係数：0.986

✓ピーク流量
実測：1,253 m3/s
解析：1,307 m3/s

図 佐波川流域の擬河道網図

図 佐波川流域の擬河道網図

土地利用区分 表層地質区分

図 実測流量と解析流量との比較

表 流出解析パラメータ

田畑

森林

荒地

建物

道路

水系



59

 

 

ぞれ示す．また，降雨条件の解析で必要となる雨量

については流出モデルと同様，解析雨量を使用した． 
表 に解析パラメータを示す．地形条件および降

雨条件の各パラメータは，永谷ら 7)の研究を参考に

試行錯誤的に決定しているが，判定基準については

図 の実測崩壊地点を見逃さない値を設定した．

地すべり危険度得点と地下水分布情報の判定基準は，

的中率が高く，且つ実測崩壊地点付近が判定できて

いる値を試行錯誤的に決定した． 
解析結果として，まず，図 に 地形条件によ

る安全率 Fs および 降雨条件による雨量指数 R'の
分布をそれぞれ示す．また，図 は地形および降

雨条件から判定された崩壊の可能性のある地点を示

している．これらの図は即ち，永谷ら 7)の手法によ

る結果を表す．図 から分かるように，図 の

実測崩壊地点全てを見逃さないよう判定基準を設定

すると，予測結果は過大評価となっている．これは，

永谷ら 7)の手法による崩壊予測の精度向上には，新

たな判断材料が必要であることを示している． 
図 は本研究で提案した予測手法による結果を

示している．ここで，“的中”とは崩壊が発生すると

予測して実測でも崩壊が発生したセル，“空振り”と

は崩壊が発生すると予測したが実際には崩壊が発生

しなかったセル，“見逃し”とは崩壊が発生しないと

予測したが実際には崩壊が発生したセルを指す．本

地形条件

判定基準：Fsc 0.895 変換係数：αc 0.15

降雨条件

判定基準：R'c 1,185 重み係数：a 17.0

長期雨量指数：R1 190 短期雨量指数：r1 80

長期実効降雨の半減期：T1 162 短期実効降雨の半減期：T2 2

地すべり危険度得点と地下水分布情報の判定基準

地すべり危険度得点 44.3 地下水分布情報 1.496
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手法による的中率は 10.7 %，見逃し率は 65.8 %であ

り，定量的な予測精度はあまり良くない．しかしな

がら，定性的な予測崩壊地点について図 と図

を比較すると，本手法はかなり実測に近い結果を得

ることができている．また，250 m の比較的粗い DEM
を用いたにもかかわらず，支川レベルでの詳細な崩

壊位置を出力できている．250 m 格子では解析結果

のみならず，実測崩壊地点の表現も困難であり，こ

れが的中率を低下させた一因にもなっている．した

がって，100 m や 50 m 程度のより解像度の高い DEM
を利用することで精度の向上が期待でき，また，そ

れに合わせて崩壊予測パラメータを修正していくこ

とで，更なる精度向上が可能になると考えている． 
 
４．おわりに

 
本研究では，降雨に伴う土砂災害の防止に資する

ことを目的とし，従来の地形条件と降雨条件 7)に加

え，地すべり危険度得点 8)と地下水分布情報を利用

したセル分布型流出解析に基づく表層崩壊予測手法

を提案した．提案した手法を，平成 21 年 7 月中国・

九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適用した．本

研究で得られた成果を以下に纏める． 
[1] 地下 3 層構造のセル分布型流出解析モデルを開

発した．対象豪雨時における佐波川流域への適用

から，その洪水波形を良好に再現することができ，

また，Nash-Sutcliffe 係数も 0.9 以上と本流出モデ

ルの妥当性を示すことができた． 
[2] 本手法を用いて，対象豪雨時における佐波川流域

での表層崩壊予測を試みた．実測との比較より，

的中率 10.7 %，見逃し率 65.8 %と定量的な精度

はあまり良くなかったものの，定性的な崩壊地点

の予測は，粗い DEM であったにもかかわらず，

実測にかなり近い結果を得ることができた． 
以上のような結果が得られたが，本研究では佐波

川流域のみの適用に留まっている．そのため，今後

は他流域への適用を試みるとともに，高解像度 DEM
の利用，および解析パラメータの影響についても検

討を進めていく予定である． 
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